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I- 防火と消防に関する法律 

カンボジア王国 
国家 宗教 国王 

 

防火と消火に関する 
法律 

 
 
 
 

２０１３年 



第１条 

この法律は、人命・財産・環境・公共規則及び
社会の治安を守るため、防火及び消火活動を
強化する狙いがある。 

第２条 

この法律は、防火と消火に様々な条件・対応策
と各人の責任を指定する狙いもある。 

第３条 

この法律は、カンボジアにおけるすべての防
火・消火活動を支配するものとする。 



第５条 

火災が引き起こされる懸念がある行為は禁止
されるものとする。 

第６条 

カンボジアに住んでいる各人は、防火及び消
火活動に協力する義務を持つものとする。 

第７条 

内務省は、防火及び消火に関する技術的なト
レーニング・指導・対応策及び規則を提示・通
達する担当当局である。 



第８条 

各ターゲットゾーンの担当者は、防火及び消火
活動に直接協力し、責任を持つものとする。 

消防隊は、火災が発生した各ターゲットゾーン
において、通報への早急な対応又は仲介を行
う義務があるものとする。 

ターゲットゾーン及び各人の世帯における防
火・消火に関する条件や様々な対応策は、内
務大臣の通達にて指定される。 



防火・消火活動協力、ターゲットゾーンにおける
防火システムチェック・認定、ターゲット向け又は
条件不足な活動の一時的中止、及び防火・消火
対応策、火災現場チェック・監査、燃焼の原因調
査は内務省直轄の国家警察署の管轄の下で管
理されるものである。 

第９条 

各ターゲットゾーン・各情報伝達手段は、防火・
消火の意識の向上のためのプログラムを組まな
ければならない。 

第１１条 



第１４条 

火災につながる可能性のある、燃えやすいもの、
爆発しやすいもの、火災及び熱の起因となるも
のを在庫として確保・配達・管理・販売と使用する
ことは、技術的専門家の合意の下で、内務大臣
の要求に応じた法令の中に記載される防火及び
消火に関する規則・対応対策に従って、実施す
るものとする。 



第１５条 

燃料や燃えたり爆発する可能性のある物質を取
り扱っている業者又は生産者は、必ず防火・消
火訓練証明書を持つものとする。防火・消火訓練
及び証明書発行は内務大臣の通達に準じるもの
とする。 

第１６条 

日常生活の使用向けガス・燃料を小売販売する
住民は、防火・消火に関する規則及び法律の１４
条の指定した条件・対応に準じるものとする。 



第１７条 

燃えやすく爆発しやすいものや燃料を保管したり、加
工・生産したりすることは、繁華街に障害が出る危険
のないところで実施すること。既に許可が出ているター
ゲットゾーンは、防火と消火に関する法律の第１４条に
規定した条件や対応の通り、実施するものとする。 

第１８条 

各繁華街は、防火と消火部隊を担当する警察署に保管
されるマスタープランがなければならないこと。すべての
建築物は、建設が始まる前に、必ず防火と消火設備シス
テムが用意されなければならない。防火と消火設備シス
テムが要求される建築物と目的は、内務大臣と都市計
画担当大臣の指示に応じた法令に規定されるものとする。 



第１９条 

ターゲットの防火と消火システムの確認及び、有効
性を認定するのは２年に一度実施されるものとする。
対象物の所有者は、必要な場合には、期限の前に
確認申請を出すことが可能である。防火と消火シス
テムの品質・有効性を認める確認方法・手順書は、
内務大臣の通達により、規定される。 

第２０条 

不特定多数の人が集まってくるようなイベントが行わ
れるとき、火災が発生した際の防火及び消火対応
策・避難対策を講じるため、イベント担当者・責任者
は防火・消火部隊と協力すること。 



第２７条 

役割を果たさない、間違って消火業務を遂行でき
ない、他人の財産に大きな損害を発生させるな
どの、責任が欠けている消防士は、６ヶ月から２
年間まで刑務所に収容させ、１００万リエルから４
００百万リエルまで罰金が下されるものとする。 

※１リエル≒４０円 



II-組織 

防火・消火部隊は、中央レベルか
ら首都-州まで全国各レベルで組

織化されている。中央レベルでは、
内務省及び国家警察庁の直轄の
武器爆発物火災管理局がある。 

首都・州レベルでは、首都・州の警
察署の直轄の首都・州の武器爆発
物火災管理事務所がある。 



技術    
予防課 

         

       

       

               

         

            

                                      

               

武 器 ･ 爆 発 物 ･
火 災 管 理 局                          

１-中央の消火部隊の組織 

・防火・消火部隊は、中央レベルから、州レベルまで全
国で組織化されている。 

 

・中央レベルでは、内務省及び国家警察庁の直轄の武
器爆発物火災管理局がある。 

 

管理課 武器課 爆発物   
管理課 

特殊任務課 武器庫課 訓練及び 
消火課 



総務課           火災予防課 消防・救助課 技術課 

首都・州の警察 

消防局 

                    

                 -       

２－首都・州の消火部隊 

首都・州の武器爆発物火災管理事務所は首都・州
の警察署の直轄機関である。 



III- 防火と消火部隊 

全国の防火・消火部隊の合計
数は６１４人である。 
 
 → 男性： ５９３人 
 → 女性：  ２１人 



首都・州の全国の消火部隊の数 



IV- 消防車 

全国の消防車の数は１２２台 

→ 使用可能なのは１０６台である。 

→ 故障で使用不可能なのは１６

台である。 



首都・州別の消防職員数 



全国の消防署は３８箇所ある。 
 → 今後新しく新設：６４箇所 
 →そして、各州に配置するため、消防車を７０台を追加する。 

２- 消防庁 



２０１０年から２０１４年までの火災の
件数 

１-２０１０年：４５４回（大規模が６３回） 

V- 火災の件数 

２-２０１１年：４５０回（大規模が５回） 

３-２０１２年：４３２回 

４-２０１３年：２３５回 

５-２０１４年: ２３３回 



２０１０年４月１０日：スーパー
テックの縫製工場の火災：
レゥールカー村、ミャンチェイ
地区、プノンペン首都、 

２０１０年４月２７日：ﾃｯｸﾄﾗｰ
地区の近くのガス倉庫の火災 



２０１０年９月２１日 

デポー市場の近くの燃料
輸送車両の火災 

２０１０年１０月１９日 

カンデット郡、バコン地区、
シエムリアップ州の燃料スタ
ンドの火災 



VI-記録のビデオの観覧 化学物資の安全性 



ありがとうございます！ 
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